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事業実施に至る歴

史的経緯・社会的

背景

高さ２５ｍのがけ下に５件の保全対象があり、特に中条保育園は災害時要援護者施設であり、また中条小学校体育館は地域防

災計画上の避難場所として位置づけられている。平成２３年５月の豪雨時には小崩落があり、地元から対策の要望が上がってい

る。

地域からの要望経

緯

　平成２３年６月、役場へがけ対策の要望がなされる。

　平成２３年８月長野市より要望書が提出される。

事業説明等の経緯 　平成２４年２月土砂災害防止法の指定にかかわる説明会で、地区住民から要望あり。

　近接の（砂）清水沢については随時維持管理中。

他事業・プロジェクト

との関連

地域の合意形成 動向不明

部意見

保全対象に人家３戸、災害時要援護者施設がある。Ｈ２３には斜面崩

落が発生しており、早急に対策を行う必要がある。

行政改革課

意　　　　見

全員賛成 概ね賛成 過半数賛成

重要性が認められる。

軟岩・その他

評　　価　　の　　合　　計

環境・景観への配

慮項目

　これからの工法検討ににより、既存の健全な立木を残すとともに在来種を中心とした緑化を図り、環境及び景観に配慮する予定。
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（　15　）

重要性

熟度

特記事項

（　25　）

地域からの要望

費用対効果（Ｂ／Ｃ） 7.01

　大事な子供がたくさんいる施設の横でもあり、また、避難場所で指定されている体育館もあることで、地元の関心は非常に高く、

早急な恒久対策を望む声が大きい。

　Ｈ24年　土砂災害防止法指定。

（　15　）

地質状況

4戸未満保全対象人家戸数

小　　　　　計

計画

重要施設あり

1箇所

過去10年に1回以上

位置づけあり

評価項目・指標等

10戸以上

2箇所以上

斜面の高さ

保全対象の位置 がけ下にある

交通遮断による地域経済などへの影響

小　　　　　計

防災計画上の位置づけ

保全対象に避難所,避難経路があるか

保全対象に援護者施設があるか

過去の災害履歴

事業内容

法面防護工　　A=6,000m2

測量・調査・設計　１式

事業費（千円）
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